
平　成　２　９　年　６　月　２　２　日

広島県農地中間管理事業評価委員会

・

　
・

 ２．推進体制及び推進方法

①
②

③

機構の役割の発揮はどうか。
１０年後の担い手の農地利用
目標の達成はどうか。
機構運営へ民間の経営ノウハ
ウの活用はどうか。

・機構は，昨年度と同様に市町・農業委員会・JA等を対象に担い手
への農地集積に係る農地中間管理事業の活用について，積極的か
つ主体的に活動していると評価した。

・機構は，農業委員会の改選に併せ，県と一体となって，市町ごとの
「農地等の利用の最適化に関する指針（担い手農地集積推進計
画）」の策定を進め，事業を推進することとしている。評価委員会で
は，関係機関との連携強化を期待している。

・また，機構は，地域での話合いが重要であることから，人・農地プラ
ンの更なる推進のため，市町担当者と連携を密にした活動を期待し
ている。

・民間の経営ノウハウの積極的な活用を認めた。
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・機構は，転貸面積１，４００ｈａの事業計画を定め事業実施したとこ
ろ，９７８ｈａの事業実績となっており，評価委員会では，農地の流動
化が進まない中，十分評価できる実績が上がったと判断した。

・新規集積面積は２３３ｈａで，国が示した年間集積目標に対する機
構の寄与度の全国順位は１４位となっており，前年度の順位からは
下がったもののその順位を高く評価した。

・県と機構は，連携を図るための調整会議を行うとともに，市町，農
業委員会，ＪＡへの推進会議を共同開催しており，良好な協力連携
体制がとられていると判断した。また，市町との連携については，農
振地域のある２０市町及び２ＪＡと業務委託しており，各市町担当者
との定期的な打合せを行うなど，協力体制が構築されていると判断
した。

・機構は，地域の実情に詳しいコーディネータを２７年度の１７名（１３
市町）から２１名（１４市町）に増員するとともに，現場における効果的
な活動等の情報を共有する戦略会議を定期的に開催し，体制強化
に努めている。さらにコーディネータとの情報共有を綿密にし事業推
進を図るよう要望する。

・機構は，コーディネータの業務について，業務計画及び業務日誌に
より把握している。関係機関との連携を更に深めるとともに，今後，
新たに設置される農地利用最適化推進委員との役割分担等を行
い，事業推進を図るよう要望する。

・機構は，これまで借受者である担い手への広報活動を充実させて
きているが，今後は，農地所有者への周知活動を効果的に拡げてい
くための事例集等の作成を要望する。

国が示した年間集積目標に対する
機構の寄与度：１４％（全国１４位）

（１）基本スタンス

 １．目標達成

事業計画１，４００ｈａに対し，
  　実績は９７８ｈａ

　　うち新規集積面積は２３３ｈａ

（２）推進体制
①
②
③

④

県・市町等と連携はどうか。
コーディネート体制はどうか。
コーディネートに当たる職員等
のコントロールはどうか。
農業者への周知徹底はどう
か。
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①

②

③

④

⑤

⑥

人・農地の状況把握とそれを
踏まえた農地流動化が図られ
ているか。
人・農地プランの定期的見直
しが行われているか。
公募に応じた者などの受け手
ニーズへの対応はどうか。
新規就農者や企業への対応
はどうか。
担い手相互間等の利用権交
換ニーズへの対応はどうか。
基盤整備との関係はどうか。

① 基本スタンスはどうか。

② 推進体制はどうか。

③ 推進方法はどうか。

意
　
見
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　・「機構は軌道に乗っているか」について，機構の自己評価がBとなっているが，評価委員会としては成長
過程にあることを踏まえ，A評価と判定する。

　・担い手が農地を集積しても先行き不透明な部分もある中で，収益性の観点で言えば県内外からの農業
参入企業等を確保する必要があるが，一方では，地域としてどのような農地を守るのかという観点で，例え
ば里山プロジェクトの取り組みなど，ライフスタイルとして，若い人が魅力を感じる農業の提案等について関
係機関で検討することも必要と考える。

　・出し手へのPRについても，地域に応じた方法を検討し，優良事例等をまとめ，効果的な事業推進に期待
している。

（３）推進方法

 平成２９年度の改善計画はどうか。

・農地を維持管理する組織の設立と，まとまった農地を活かす意欲
のある経営体に農地集積をする「集落営農の2階建てによる農地集
積の仕組みづくり」について，関係機関と連携して取り組むことを期
待する。

・農業団体（県集落法人連絡協議会，県農業法人協会，県稲作経営
者会議）との協定締結や果樹産地協議会への参画により機構を活
用した担い手の掘り起しに期待する。

・農業委員会改選に伴い配置される農地利用最適化推進委員と機
構コーディネータとの連携により，効果的なマッチング活動による担
い手への農地集積に期待する。

・広域担当の機構コーディネータを設置し，農業参入企業や大規模
な担い手へのスムーズな対応を期待する。

・市町においては，人・農地プランの定期的な見直しが行われ，機構
を活用する方針が明らかとになっているプランが増加していることを
確認した。

・借受希望者５０４経営体のうち２７９経営体に農地が貸付けられて
いるが，機構では，その借受者を対象とした意見交換会を開催し，受
け手のニーズ把握に努めるなどの対応を行っていると判断した。

・機構は，新規就農者や農業参入企業に対して，意向に沿った対応
を行っている。特に，前年度と比べ，借受希望に応じることができた
者の割合が３割から５割に増加していることから，積極的に対応して
きた成果である。

・機構は，農地の集約化に向け，担い手と話し合いを行い，利用権交
換のニーズ等に対する要望に応えていることを確認した。更に推進
して行くことを期待している。

・機構は，重点実施区域の取り組みとして，基盤整備事業に積極的
に関与し，農地中間管理事業の活用を促していることを確認した。し
かし，新たな土地改良法の改正による施策実施に当たっては，整理
すべき課題があることを確認した。
















